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１ 町会活性化プロジェクトとは 

 

函館山山麓の西部地区は，異国情緒漂う歴史的な町並みや美しい景観などの

魅力的な環境に，ここで生活する方々の日常の暮らしが相まって，市民のみな

らず多くの観光客が訪れる地区となっているが，近年，人口減少や高齢化等に

よりまちの活力は低下し，空家・空地が増加するなど，地区の魅力を失いかね

ない状況にある。 

そのため，これらの課題解決に取り組みながら，将来にわたって持続可能な

西部地区ならではの暮らしと風景を構築し，市内外の多様な方々の移住などに

より定住人口の回復と交流人口の底上げを目的とする西部地区再整備事業を実

施するため，本事業の基本的な考え方や方向性を定めた「函館市西部地区再整

備事業基本方針」（以下「基本方針」という。）を令和元年（2019年）７月に

策定した。 

基本方針では，将来像として「西部地区ならではの『まちぐらし』の実現」

を掲げており，その実現に向けて以下の3つの重点プロジェクトを推進するこ

ことしている。 

 

・共創のまちぐらし推進プロジェクト 

・既存ストック活性化プロジェクト 

・町会活性化プロジェクト 

 

「町会活性化プロジェクト」では，人口減少や少子高齢化，町会加入率の低

下により，町会の資金力や活動量が減少し，その存続にも大きな影響を与えて

いることから，モデル町会を選定し，市職員や学生などの新たな人材が町会に

深く関わり，町会と協働しながら状況を分析し，具体的な方策を検討すること

で，町会の活性化を図る取組を進めていくこととしている。 
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なお，本プロジェクトの対象町会は，基本方針の対象地区にある１４町会と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象町会：入舟町会，船見町第一町会，第二船見町会，弥生町会， 

天神町会，弁天町会，大町町会，末広町会，元町町会， 

青柳町会，谷地頭町会，住吉町会，宝来町会，豊川町会 

合計 １４町会 
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２ モデル町会のこれまでの取組 

 

 元町町会  

 期   間：令和元年度（２０１９年度） 

 課題・方策：役員および町会活動参加者が減少・高齢化しているため，将来 

       の担い手育成のため町会活動に若い世代の参加を促すこと 

 実 施 内 容：親子向け行事「もちづくり・豆まき大会」の開催 

 実 施 結 果：予想を上回る参加があり，かつ，参加者の満足度も高かった。 

       しかしながら，新型コロナウイルス感染症の影響により，事業

の継続には至らなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 弁天町会 

 期   間：令和２年度（２０２０年度）～令和４年度（２０２２年度） 

 課題・方策：担い手不足による若い世代向けの町会活動が実施できないた 

       め，若い世代が参加しやすい環境・仕組みをつくること 

 実 施 内 容 ：子ども向け行事「しゅくだいくらぶ（勉強会）」および 

「スマイルくらぶ（遊びの場）」の定期開催 

 実 施 結 果 ：町会に関わる新たな人材として，函館「荘」プロジェクトと協

働し，町会活動に若い世代が参加する機会を創出した。新型コ

ロナの影響で一時休止したが，多くの参加があり満足度も高か

ったものの，運営メンバーの多忙により令和4年度で終了し，

継続性の観点から課題があった。 
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 弥生町会 

期   間：令和４年度（２０２２年度）～令和５年度（２０２３年度） 

課   題：役員の平均年齢が若く，活発に活動している一方，町会員の多 

      様なニーズに応えるため活動が拡大していること 

  実 施 内 容：持続可能な町会活動に向けた運営方法の構築 

  実 施 結 果：納涼祭の運営方法見直しをテーマに，市職員が町会と協議し， 

      地域の小学校等からの備品借用や道路占用による会場確保の仕 

      組みを整理するとともに，共創サロンなどの場を通じた情報発 

      信により他町会への共有に努めた。さらに，西高の教諭・生徒 

      が地域住民の困り事を解決する仕組みを検討するため，茶話会 

      に参加しヒアリングを行った。 

 

 

 

 

 

 

 青柳町会 

期   間：令和４年度（２０２２年度）～令和５年度（２０２３年度） 

 課   題：役員の平均年齢が若く，役員の得意分野 （イベント開催ノウ 

       ハウ，デザイン等）を活かしながら，活発に活動している一方， 

       仕事や子育ての都合で町会活動の担い手として参加できない役 

       員が多いことに加え，町会館の解体を検討しているものの，必 

       要な資金が不足していること 

 実 施 内 容：資金調達に向けたバザー（既存行事）の運営方法の見直し 

 実 施 結 果：市職員が役員会や町会行事に参加し，意見交換を通じて協議を 

       行いながら，子どもが担い手として参加できる仕組みづくりの 

       ため，小学生がボランティアとして参加したほか，来場者増加 

       のため他団体との連携を行うとともに，共創サロンなどの場を 

       通じて情報発信し，他町会への共有に努めた。 
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課題検証 

 モデル町会の期間が終了し，市職員や学生等の新たな人材の関わりがなくな

ると，取組の継続が困難となる事例があったほか，新たな人材が取組の主体と

なってしまうことにより，地域住民の関わりが希薄になる事例があったこと 

は，継続性の観点から課題があった。 

 町会活動は，街路灯の管理や防犯・防災対策など，本来，町会が担うべき活

動が停滞すると，地域住民の生活はもとより，観光客など地域を訪れる方々に

も影響が大きいことから，基本方針に定める将来像を実現するためにも，モデ

ル町会と十分に対話し，相互理解を深めたうえで，必要な人材や連携を内外の

団体等に求めながら，取組を進めていくことが重要である。 
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３ 令和６年度（２０２４年度）の取組 

 

 谷地頭町会をモデル町会として選定し，自律的かつ継続的に活動できるよう，

具体的な取組を実施することとした。 

 

１ 特性 

 ① 人 口：１，２３２人   世帯数：７１６世帯（Ｒ６．４月末現在） 

 ② 広 報：町会だよりを原則毎月発行し戸別配布。ホームページあり。 

       ※回覧版なし 

 ③ ＳＮＳ：なし ※令和 6 年 5 月，フェイスブック（きらく荘学生管理）のアカウントを削除 

 ④ 行 事：七夕祭り，夏祭り，文化際など１年を通して適宜イベントを開催 

 ⑤ 地域特性： 

  ・ 函館山の東麓に位置し，豊かな自然と歴史的建造物等を併せ持つ 

  ・ 津波災害警戒区域が広範囲にわたり，土砂災害警戒区域も一部存在 

  ・ 1953 年に開業した歴史ある温泉施設「谷地頭温泉」が立地 

  ・ 市電終点の「谷地頭」電停があり，市内中心部からのアクセスが良い 

 

2 課題／取組 

  役員の高齢化が進み，大半の役員が複数の役職を兼務するなど，役員の担 

 い手不足が生じていることから，役員会やイベントに参加しながら持続可能 

 な活性化方策を協働で検討した結果，「防災訓練の見直し」と「デジタル化 

 の推進」の２つをテーマとして設定し，取り組むこととした。 

 

３ 取組内容 

 (1) 防災訓練の見直し 

  ア 出前講座（災害に備えて）の開催 

    １０月に予定している防災訓練に向けて，町民の防災知識の向上を目的 

   に９月に開催。講師は市総務部災害対策課の職員が務め，防災の基礎知識 

   から始まり，北海道が作成した津波災害の動画を挟みながら，谷地頭地域 

   に特化した災害リスクや避難経路について説明があった。 

    講義は，分かりやすい言葉とシンプルな内容・構成で進められ，特に谷 

   地頭地域の災害リスクに関する話が出た際には，多くの参加者がうなず 

   く場面が見られ，関心の高さがうかがえた。西部地区は，津波災害時に函 
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   館駅から大森浜までのエリアが浸水によって分断され，孤立化するおそ 

   れがあり，災害への備えが改めて重要であることを参加者とともに再認 

   識した。 

    質疑応答では 3 名から質問があり，そのうちの 1 人から「家族構成に 

   よっては，介護者や障がい者がいる家庭もあり，早めの避難が原則とは分 

   かっていても，すぐに避難できない世帯もある」という意見があった。こ 

   れに対し，講師からは「あらかじめ災害の種類に応じた避難計画を作成し， 

   避難に時間を要する人ごとに支援者を検討することが重要である」との 

   説明があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 防災訓練の実施 

    10 月には青柳小学校で，市総務部災害対策課の職員２名が講師を務め， 

   防災訓練が実施され，町民約 20 名が参加した。コロナ禍を境に防災訓練 

   が途絶えていたため，今回が数年ぶりの開催となった。 

    今回の訓練では，発電機の操作や段ボールベッドの組み立て訓練とい 

   った一般的な訓練項目に加え，避難所である青柳小学校の備蓄品の保管 

   場所を見て回り，どこに何が保管されているのかを確認した。 

    講師からは「このような訓練の実施事例はあまりない」との話があっ 

   たが，大災害時には市の職員が直ちに避難所へ駆けつけることは困難で 

   あり，地域住民が初動対応を行うために必要な知識であることから，他 

   の地域でも実施すべき訓練である。西部地区全体で防災訓練の実施が広 

   がるよう，機会を見つけて谷地頭町会の実施事例を紹介したい。 

防災講座の様子（令和 6 年 9 月 20 日開催） 
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    なお，次回の訓練に備えて，避難所である学校を利用する際の学校施設 

   使用許可申請手続や町民への周知方法などをマニュアル化した。 

    また，段ボールベッドやテントの組み立て訓練では，小学生が簡単に組 

   み立てる姿が見られた一方で，参加した高齢者の中には，かがむなどの動 

   作が難しい人もいた。そのため，実際の避難時には子どもたちが共助の重 

   要な役割を担うことが期待される。今後は，より多くの子どもたちに訓練 

   へ参加してもらえる仕組みづくりが課題であると感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ウ 「災害 VR」体験会の開催 

    11 月３日に開催された町民文化祭に併せて，TOPPAN（株）の協力の 

   もと「災害 VR」体験会を開催し，５０名の参加があった。 

    町会役員から，綿あめの無料配布等，子ども向けの内容に寄ったイベン 

   トであったが，高齢の参加者にも体験してもらえるものがあってよかっ 

   たとの感想があった。災害に全く興味がない人にもこのようなＶＲによ 

   る体験会は効果的であり，別のイベントでも提供したいとの声もあった。 

   他の町会からの需要も一定程度あるものと思われる。 

防災訓練の様子（令和 6 年 10 月 20 日開催） 
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 (2) デジタル化の推進 

   「町会デジタル化促進講座」（主催：函館市市民部）に町民8名が参加 

  し，「②SNSによる情報共有・LINE編」を受講した。LINEを活用した連絡 

  ツール等の使い方を学び，基本機能のおさらいに加え，画像添付，テレビ通 

  話，グループ作成などの操作を習得。これにより，役員間の連絡方法の効率 

  化が図られた。 

   なお，SNS のさらなる活用により町会運営の一層の効率化が期待される 

  とともに，若い世代や現役世代の町会活動への参加促進も見込まれるため， 

  市と町会で協議し，来年度もモデル町会を継続し，引き続き検討・協議を行 

  うこととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害 VR 体験会の様子（令和 6 年 11 月 3 日開催） 

町会デジタル化促進講座の様子（令和 6 年 11 月 21 日開催） 
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４ 令和７年度（２０２５年度）の取組 

 谷地頭町会とは，「デジタル化の推進」について検討協議を行うほか，防災

訓練について，青柳小学校を避難所として想定する他の地域と合同で実施する

ことが効果的であると考えられるため，実施に向けた検討を進める。 

 また，他の町会と比べて町会加入率が高いため，そのポテンシャルを活かし

た，町会活動への参加促進方策について検討を行う。 

 

 

５ 今後の進め方について 

 「２ モデル町会のこれまでの取組」に記載のとおり，モデル町会によっては

課題の分析や必要な方策の検討が十分に実施できず，選定期間終了後に取り組

みの継続が困難となるケースも見られた。 

 そのため，今後はモデル町会の特性に応じた進め方を工夫するとともに，防 

犯・防災対策など町会の基本となる活動を中心に据え，選定期間終了後も新たな

人材や団体と協働し，町会が自律的かつ継続的に活動できるよう支援する。 

 また，モデル町会以外の町会にも引き続き取り組みを共有し，必要に応じて町

会同士の連携を促すほか，地域内外の団体や企業の協力を得ながら，西部地区全

体の町会の活性化を図る。 


